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法人化後、国立大学は変わる！

何を変え、どう変わるべきか。

産業界のリーダーであり、一橋大学の OBである奥田碩氏を始め、

新しく生まれ変わる一橋大学に経営ブレーンとして

学外よりお招きした各界のスペシャリストの方々に、

今後一橋大学が進むべき道についてご意見をうかがった。

法人化の焦点
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「法人化後の国立大学に期待すること」

法人化の焦点 司会：伊藤邦雄 商学研究科長特 別 対 談

2004 年４月１日、国立大学法人・一橋大学がスタートしました。

この歴史的な一歩は、何を意味するのか。産業界は法人・一橋大学に何を期待し、

一橋大学はそれにどう応えようとしているのか。

一橋大学の新たな出発を目前に控えた３月25 日、伊藤邦雄商学研究科長の司会のもと、

日本の産業界のリーダーである奥田碩如水会理事長と石弘光学長が熱く語り合いました。

奥田 碩（おくだひろし）

トヨタ自動車代表取締役会長、日本経済団体連合会会長、

一橋大学同窓会如水会理事長。

昭和７年三重県津市生まれ。一橋大学商学部卒業後、昭和 30 年にトヨタ自動車販

売株式会社に入社。57 年トヨタ自動車株式会社取締役、その後常務、専務、副社

長を経て、平成７年同社社長、11 年より会長。また平成 13 年より経済財政諮問

会議議員（議長小泉純一郎）、14 年５月より社団法人日本経済団体連合会の初代

会長を務める。

石 弘光
（いしひろみつ）

一橋大学長

昭和 36 年一橋大学

経済学部卒業、経済学博士

平成 10 年より現職。

伊藤邦雄
（いとうくにお）

一橋大学商学研究科長

昭和 50 年一橋大学

商学部卒業、商学博士

平成 14 年より現職。

一橋大学長

如水会理事長
日本経済団体連合会会長
トヨタ自動車会長

奥田 碩 VS 石弘
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法人化の焦点

けですから大変だとは思いますが、石さんには舵取り役として大い

に力量を発揮していただきたいと期待しています。

　これは釈迦に説法ですが、大学には教育・研究・社会貢献という

三つの役割があります。産業界の視点からいえば、まず教育面では

飛び抜けた発想ができ、グローバルに通用する、つまり独創性に富

んだ人材を育ててほしい。また、研究面では世界に通用する多様な

研究への取り組みを、社会貢献については産学連携などを通じて社

会のニーズへの積極的な対応を実現してほしいと思っています。率

直にいって、国公立、私立を問わず、これまでの大学にはたとえ産

業界と理想を共有したとしても、それを実現するためにはさまざま

な制約がありました。学部・学科の設置はもちろん、大学内の施設・

設備の増設すら自由に行えない状況だったわけですからね。今回の

国立大学の法人化では、横並びを求める国の基本方針が完全に転換

されたわけではありませんが、大きな一歩を踏み出したとはいえる。

そのなかで大学がどこまで変わるのか、どう変わることができるの

か、産業界全体が大いに注目しています。

石　おっしゃるように、国から予算措置がなされる等さまざまな

制約は残っていますが、そのなかで大学としての明確なビジョン

を打ち出し、それに添って最大限の改革を実践していくことが国

立大学法人の使命であり、あるべき姿です。その努力をどこまで

持続できるか、どう独自性を打ち出していけるのかに大学として

の力量が問われていると思いますね。

奥田　スイスの国際経営開発研究所（ＩＭＤ）によれば、教育機

関としての我が国の大学に対する評価は先進国中最下位という状

況にあります。また、大学生の基礎学力は以前と比べて低下して

いると、危機感を抱いている経営者も少なくありません。厳しい

ことをいえば、これには新しいモノを採り入れてこなかった、世

界の潮流に経営がついていかなかったという大学自身の責任もあ

る。法人化がスタートした今こそ巻き返しを図るチャンスですか

ら、自己改革の努力を何としても貫いていただきたい。国際競争

力をもつ大学、世界から評価されるすばらしい特徴と魅力を兼ね

　この４月の法人化により、国立大学にも独自の戦略をもつ経営

という視点が不可欠になってきました。一橋大学にとっても国際

競争力を維持、発展させていくためには、企業経営の仕組みやノ

ウハウを積極的に採り入れていくこと、そしてビジョンをもった

大学経営を推進することが重要だと思います。奥田会長は産業界

のリーダーとして、いま大学経営に何を一番望まれていますか。

奥田　企業経営の手法を導入することは、独立した法人としては

ごく当たり前のことです。経営という意味では、運営の要にあた

るポジションに経営手法に明るい優秀な人材の起用が肝要でしょう

し、経営協議会の学外委員には適切かつ公正なアドバイスのできる

人が求められますね。法人化したとはいっても、現状ではまださま

ざまな枠がある上に、抜本的な改革を必要とする激動期でもあるわ

特 別 対 談

グローバルに通用する
独創性を持った人材が育つ
教育を創造してほしい

●
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備えた大学をめざしてほしいと思いますね。

石　私はこれからの大学は、偏差値うんぬんの「入口」ではなく

「出口」で評価されると思っています。いかに優れた人材を輩出し

たかが大学の付加価値になりますし、大競争時代を勝ち抜くキー

ポイントになるわけです。大学生の質の低下が指摘されている背

景には、大学の大衆化という現象があり、学生自身もこれを自覚し、

何も突出しなくてもと考えているムキがある。また、日本を覆う

停滞感、イキイキした躍動が感じられない社会も、若者が本来も

っている向上心や希望を削いでいると思います。こうした状況を

打破するためにも、大学自体が特色と個性のある学生を輩出する

という気概をもち、その環境を実現させることがこれまで以上に

重要になってきます。一橋大学ではもちろん、そのための努力や

仕掛けを惜しみません。５年間で学士・修士を取れる５年一貫教

育の導入やＦＤ（ファカルティ・ディべロップメント）、第三者評

価制度など、先進的な改革をどんどん実行していきます。

奥田　「入口」ではなく「出口」重視の教育を行っていくことは、

私も大いに賛成です。産業界では競争が当たり前のことですし、大

学も象牙の塔にこもっていていい時代ではありません。むしろ、大

学という高等教育機関に競争原理を導入することは、非常に重要か

つ急務だと思いますね。大学をはじめとする高等教育機関の使命は、

その名にふさわしい人材の育成、とりわけリーダーを養成すること

ですから、各校がそれぞれ特色ある教育を実践することが求められ

る。それによって学生の意識自体も変化していくと思います。

石　卑近な例でいえば、国立大学でも学生が授業料を直に収める

ようになりますから、授業やゼミ、大学に対してそれに見合ったサ

ービスや支援制度を求めるようになる。大学、学生双方に厳しさが

求められるというのは、非常にいいことだと捉えています。

奥田　もう一つ大事なことは、すべての学生に対して文学や哲学、

自然、文化など専門分野以外の教育を強化し、教養や倫理観、社会

への使命感を含めて、バランスの取れた見識を身につけさせること

ですね。トヨタの最高顧問の豊田英二は、名誉会長時代に「文系・

理系というが、たかだか４～６年勉強したにすぎない。社会にでて

からの 40 年に比べれば何ていうことはない」と言っている（笑）。

意外に思われるかもしれませんが、技術の世界では飛び抜けた発想

をする人は文科系出身者が多いんです。一橋大学は社会科学系の大

学として定評があるわけですから、これからの時代に必要不可欠な

飛び抜けた発想をもつ人材を輩出するためにも、理系の講座を含め

てもっと多様な講座をたくさん設けてほしいと思います。

石　一橋大学は学部間の垣根が低いですし、東京工業大学・東京

外国語大学・東京医科歯科大学との四大学連合も今年で４年目に入

りました。今後は複数学位の可能性も含めて四大学連合をもっと積

極的に推進していきますし、インターンシップも強化していく計画

です。ただ、私は産業界のニーズと大学での教育は、ある意味ギャ

ップがあって然るべきだと思っています。最近では教育の目標に「即

戦力の養成」を掲げる傾向もみられますが、社会や時代は急激に変

化していますから、１～２年で陳腐化するような即戦力では何もな

りません。大学というのは、社会全体の知的インフラです。ですか

ら、社会全体に貢献できる、ひいては人類に貢献できる人材を育成

することが大切だと思うんです。大学は公器であるという自覚をも

ち、質の高い教育を通じて潜在的な能力を引き出す。そして、モノ

の見方・考え方を含めた対応力を充分に養い、グローバルに通用す

る人材を育成する。社会の知的インフラとして質をなおいっそう高

めることが、一橋大学のなすべきことだと思っています。

奥田　私は大学では金融専攻でしたが、学んだこと自体は直接、

役にたってはいない（笑）。でも、大学での経験や身につけたこと
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多さが証明しているように、日本の大学の水準は世界的にも高い

レベルにあるんです。ところが残念なことに、この知が産業界で

充分に活かされてはいませんし、科学技術を産業化へと結びつけ

る「目利き」や経営感覚のある技術者が少ないといった指摘がな

されて久しいのが実情です。アメリカでは大学などで創造された

知をイノベーションとして事業化するため、大学院教育のなかに

技術経営（ＭＯＴ）コースが数多く設置されている。技術に関す

る知識とともにマネジメント能力の重要性が幅広く認知されてい

るわけです。日本でも、ＭＯＴコースを早期に実現し、「知」を活

かす人材の育成を図る必要がありますね。

石　産学連携といった場合、これまでは技術系の大学・学部との

連携を指すのが一般的でした。しかし、奥田さんがいわれるように、

今後は事業化という局面での成功が問われるわけですから、「経営」

はさらに重要になってきますね。一橋大学では、官公庁だけでな

く民間企業からの受託研究も多数行っていますが、これからはＣ

ＯＥプログラムを含めた研究体制の充実に力をいれていく方針で、

机上のレベルを超えた、さらに踏み込んだ連携を推進していきた

いと思っています。また、社会人を対象としたＭＢＡコースも定

評があるところですから、産業界ももっとその活用を考えていた

だきたいですね。

奥田　私は、一橋大学のような社会科学系の大学でも産学連携の

可能性は大いにあると思っています。例えば、金融工学などはそ

の好例ですよ。アメリカでは金融業界と大学の連携が活発に行わ

れており、これが強みにもなっているわけですから。

石　もう一つのポイントは、現場に即した実学ということではな

いですか。一橋大学では経済でも商学でも理論は理論として進化さ

せる一方、質の高い実学には力を入れている。国際企業戦略研究科

は今日の基礎になってはいますね。

石　歴史でいえば大事なのは歴史観であり、歴史の見方でしょう。

年号レベルの知識なんて忘れてもいい（笑）。大学の教育を通して

人間として何が残るか、それこそが重要なんです。

　奥田会長は、「活力と魅力あふれる日本」を創るためには産学連

携による新産業の創出が非常に重要だと述べておられます。産学

連携のいっそうの推進と、国立大学の法人化は日本の未来にとっ

てどのような効果をもたらすとお考えですか。

奥田　ご存じのように日本は世界に類をみない速度で少子化、高

齢化が進んでおり、近い将来経済成長の鈍化が懸念される状況にあ

ります。この局面を打破するためには、世界最高水準の科学技術を

創造しつづけるとともに、知の創造拠点である大学とその事業化を

担う産業界が有機的に連携して新しい産業を創出することが強く求

められています。日本経団連でも内閣府、日本学術会議と共催で「産

学官連携推進会議」や「産学官連携サミット」などを全国規模で開

催してきました。幸い、産学連携の機運は非常に盛り上がり、企業

と国立大学との共同研究は 2002 年時点で10 年前の約５倍、受託

研究は３倍近くに拡大しています。産学連携を後押しする制度の整

備も進んでおり、企業の役員と国立大学教授の兼任も解禁になりま

した。産学連携は導入期を経て、具体的な成果を生み出すべき段階

に入っているんです。

　国立大学法人化以前は、国立大学の教員は公務員でしたし、大

学自体も明確に独立した人格ではありませんでした。このため、

企業と大学との連携は「一教授と企業」との個人的なつながりが

中心にならざるを得なかったんです。それが法人化を機に、より

ダイナミックな連携が可能となったわけですから、今後は企業と

大学双方にメリットのある、明確な契約関係に基づくパートナー

関係を構築していかなければならないと思います。

石　パートナー関係を構築する、産学連携で具体的成果をあげる

という意味では、お互いの信頼関係とそれを実現させる人の問題

が重要になりますね。

奥田　理解と信頼を深めていく上では、活発な人材交流と相互の

情報発信の充実が重要でしょうね。もっと大きいのは、ご指摘の

ように人の問題です。ノーベル賞の連続受賞や論文の引用件数の

法人化の焦点 特 別 対 談

知の創造拠点である大学と
その事業化を担う産業界が連携し

新しい産業を創出する
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のＭＢＡコースではその分野に精通したプロフェッショナルが指導

していますし、商学研究科や経済学研究科の５年一貫コースでは若

い学生と社会人学生が一緒に学んでいる。彼らのビジネス経験が、

若い学生に非常にいい影響を与えています。

奥田　実学と学問の融合は社会にとって重要なテーマですし、「現

場とはこういうものだ」と知ることは非常に大切ですよ。先程、イ

ンターンシップを充実させたいといわれましたが、製造業の立場で

いえば、ぜひ学生を工場に送り込んでほしい。21 世紀の日本を担

う人材がモノづくりの現場を体験することは、科学技術創造立国を

めざす日本にとって大きなプラスになるはずですから。

　最後に、一人のＯＢとして一橋大学に期待されるのはどんなこ

とですか。

奥田　伝統ある「Captains of Industry」の精神と気概を保ち、

社会と日本の未来に貢献できる人材を多数輩出してほしいという

ことですね。一橋大学には証券市場の常識を打破した松井証券の

松井くんやｅビジネスの可能性を広げた楽天の三木谷くんなど、

飛び抜けた発想をする人物を大勢育てた実績があるわけですから、

彼らにつづく起業家の登場を楽しみにしています。

　もう一つは、海外とのネットワークの強化。一橋大学は多数の

留学生を受け入れてきたし、彼らのなかにはそれぞれの母国で相

応のポジションについている人も少なくありません。そのネット

ワークを活用し、グローバル時代にふさわしい国境を超えた連携

を実現してほしいですね。

石　一橋大学はすでに海外には 70 カ所を超える同窓会支部があ

りますが、現状ではまだ懇親会としての機能が中心です。このネ

ットワークをより建設的な方向にもっていくことも、同窓会と一

緒に考えたいと思っています。留学生とのネットワークでは、当

面はアジアがターゲットで、この６月にまず北京に現地事務所を

開設する。そこで、さまざまな連携の可能性を探り、実現させて

いきたいと考えています。

奥田　一橋大学が今後さらに発展し、世界的な競争力をもつ大学

になるためには、大学とＯＢが一体となって盛り立てていくことが

大切ですから、如水会としては協力を惜しみませんよ。

石　私は大学経営も、知恵を絞る時代だと思っています。知のイ

ンフラとして、本当に社会に求められる大学でありつづけるために

は、財政的安定と教育環境等への先行投資の両方が必要だと思いま

す。そのためにも、10 年後、20 年後を見据えた基金の設立と同時

に、いまある資金の有効活用を図りたいと考えているんです。

奥田　いまある資金といわれますと？

石　後援会の寄附金ですね。現在は寄附金を預かり、運用してい

るかたちですが、現在の低金利では金利だけの活用ですと、なか

なか有効な投資に結びつかないのが実情です。ときには元本を崩

した投資も必要だと思いますね。

奥田　それは大いに結構なことだと思いますよ。これからは、大

学でも財務戦略が必要な時代ですし、一橋大学がその先鞭をつけ

ることにも意味がある。海外では、功なり名を遂げた先輩が大学に

膨大な基金を寄附することが当たり前のように行われているでしょ

う。日本でもそうした仕組みをつくるべきだと思う。経団連として

も政府に働きかけて実現させていきたいと考えています。

石　ありがとうございます。ぜひ期待しています（笑）。

奥田　私は、一橋大学にとって法人化がゴールだとは思っていま

せん。石学長をはじめ一橋大学のみなさんにも、その先を見据えた

戦略の策定と、その実現にがんばっていただきたいと思います。

石　大学にとって何よりも大事なことは、人材の育成です。まず、

いい学生を育てることに地道に、粘り強く取り組んでいきます。奥

田さんがおっしゃった飛び抜けた発想をもつ人材を輩出するため

に、全責任をもってあたります。

奥田　ＯＢとして、一人の産業人として心から期待しています。

起業家の養成、
海外ネットワークの構築、活用を通して
国際競争力のある大学に成長してほしい

●
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川村正幸
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　これまでの国立大学は、いわば文部科学省の一部局

の付属機関と位置づけられていて、教育研究の自主性

は認められていたものの、経営は文科省によってコン

トロールされ、大学に実質的な経営権はなかったとい

っていい状態でした。だから、教授会の力が強くなり、

組織防衛的な発想が強くなるという弊害も出ていまし

た。それが、今度の国立大学法人化にともなって、大

学経営の全体を大学みずからが決め、担っていくとい

うことになります。

　たとえば授業料などは一定の幅で各大学が独自に決

めることができ、その収入もある程度自由につかえる

ようになります。外部資金の導入や、教職員の兼業に

対する規制も、各大学の考え方によって、かなりのと

ころまでゆるめることができます。したがって、産業

界などから人材を迎え入れることが容易になるなど、

人事面の自由度も大幅に高められます。

　また、これまでは予算や教員数などが文科省によって

こと細かに決められていて、学部や学科、法科大学院や

ビジネススクールといった既存の教育研究組織を組み直

したり拡充したりするということは非常に難しかったの

ですが、それも、各大学の判断によって自由に動かすこ

とができるようになります。もちろん、設置基準などの

ハードルはありますが、それを越えさえすれば、その先

は自由にしてよろしいということになるわけです。

　ただし、そういう大学経営のベースになるのは、国

からの運営費交付金です。その基本的な構図はこれま

でと変わりません。制約はついてまわります。その制

約の大きさが、経営の自由度の大きさにもかかわって

くるはずです。また、交付金を原資にするということ

は、国民からの負託を受けるということで、それと大

学の自主性をどうマッチングさせていくかということ

も、これまで以上に大きな課題になると考えています。

大学経営の全体を
大学みずからが決める。

評価に耐えうる成果を
あげていく。

　大学を大学みずからが経営することで、大学はリス

クをかかえることにもなります。経営をしくじれば、

大学が沈没してしまうことにもなりかねません。

　経営にあたっては、各大学がまず第一期６年間の中期

目標・中期計画を策定し、これを推進します。その成果

が第三者機関によって評価され、評価の結果が第二期の

交付金に反映されるということになっています。成果を

あげ、それが社会から認められれば、交付金が増えると

いうことも考えられなくはありませんが、今の国家財政

の状況などを考えると、交付金が削られることはあって

も増えることはないと見ておいたほうがいいでしょう。

文科省からは、評価は６年後の事後チェックだけでは

なく、とくに経営上の評価を中心に年度ごとに行い、

その達成度によっては途中からでも交付金をカットし

ていくという方針が打ちだされています。

　ただでさえ評価しづらい教育や研究の成果を、１年

とか６年とかというスパンで正しく評価できるのかと

いう問題はありますが、だからといって、評価を拒む

ことはできません。大学のもつリソースをどう活用し、

それをどんな成果に結びつけていくかによって、大学

間の格差はこれまで以上に広がっていくことになるで

しょう。

法人化の焦点
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委員会の数は可能なかぎり減らし、開催数も減らしま

す。その委員長も基本的にはすべて副学長が担って、

これを事務局が支える。そのかわり、教員には厳しい

評価にも耐えられるよう、教育研究に集中し、高い成

果をあげてもらおうということにしたわけです。

　ただし、大学が企業と大きく異なるのは、教育研究

の実質的な担い手が一人一人の教員だということです。

企業のように、上司の命令で、この教育研究でこれだ

けの成果をあげろというようなことはできません。大

学本部が決定しても、教員が動かなければなにもでき

ない。本部が決めた方向に向かって教員のみんなが動

いてくれるよう、学内に情報をどれだけ迅速かつ的確

に流すことができるかも、新しい大学運営組織にとっ

ては大きな課題になります。

　もちろん、大学は企業とは異質な組織だということばか

りを言い立てているわけにはいきません。大学が特殊な世

界になってしまってはならないでしょう。その意味で、役

員会の学外理事ならびに経営協議会の学外委員の方々の

提言にも謙虚に耳を傾けていきたいと考えています。（談）

　大学の運営組織は、これまでは最高意思決定機関とし

て評議会が置かれると共に、学内には委員会という教員

の集まりが数多くあって、意思決定に際しては一つ一つ

を関連する委員会にかけて審議するという手続きを踏ん

でいました。これを国立大学法人化後は、役員会が大学

運営の中心的な役割を担うという組織に改めることにし

ています。大学の運営にかかわる原案はすべて役員会か

ら出発させ、途中で部局長会議や委員会の意見も聞く。

そこには事務局の意見も入れる。出てきた意見は最終的

に役員会がとりまとめ、教育研究評議会・経営協議会に

かけたうえで、学長が最終決定することになります。

　この改組の大きな狙いの一つは、部局長を含めて、

教員が教育研究に専念できるようにするということで

す。従来、特にここ数年は、研究科長・学部長になる

と学内運営に関わる仕事に忙殺され、自身の研究活動

はあきらめざるをえないというのが実情でした。教員

も委員会の運営にかかわる雑務になにかと時間をとら

れることが多かったのです。そこで法人化後は、学長

と３名の副学長が大学経営の全責任を負うこととし、

教員が教育研究に
打ち込める体制をつくる。

一橋大学の顔づくりを
全学的にバックアップする。

　本学が社会科学の分野において日本のトップレベルに

あることは自他ともに認めるところです。策定した中期

目標・中期計画では、これを国際的なレベルでも評価

されるというところまで引き上げていくということを最

重点課題の一つにしています。これに沿って現在、海外

の優れた研究者の招聘、英語による授業の拡充、アジア

の主要な地域での連絡事務所の設置などを準備していま

す。また、法科大学院やビジネススクールを始めとする

新たな教育組織、先のＣＯＥの選にもれた研究プロジェ

クトなど、一橋大学の顔となりうるところには、必要に

応じて人と金を重点的に配分し、全学的にバックアップ

するという体制も整えていくことにしています。

　社会科学主体の、それも比較的小規模の大学ですか

ら、理工系の部局をもつ総合大学にくらべたら小さな

予算でも費用対効果は大きいと思いますが、それにし

ても、国からの交付金だけに依存して中期目標・中期

計画に掲げた成果を出すことは難しいと思います。外

部資金の導入などによって自己資金の拡大を図るとい

うことは大きな課題となります。産学連携による共同

研究や受託研究、卒業生組織である如水会と連動した

募金活動などにも、新しい手法を取り入れていくこと

が必要だろうと考えています。

法人化の焦点
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Takehiko Sugasawa
役員会　学外理事

菅澤武彦氏／三菱樹脂取締役相談役

Shotaro Seki
経営協議会　学外委員

關　昭太郎氏／早稲田大学副総長

Fujio Numano
経営協議会　学外委員

沼野藤夫氏／東京血管疾患研究所理事長

Toshiharu Aoki
経営協議会　学外委員

青木利晴氏／NTT データ取締役相談役

Hirotoshi Yoshida
経営協議会　学外委員

吉田裕敏氏／弁護士

Miyako Nishiyama
経営協議会　学外委員

西山　都氏／公認会計士

Shinichiro Yokoyama
経営協議会　学外委員

横山晋一郎氏／日本経済新聞社　編集委員

法人化の焦点
法人化は、一橋大学にとって

何を意味するのか？その望まれる未来像とは？

大学の運営組織にお迎えした、

各界の有識者の方々に忌憚なきご意見をうかがった。
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　大学が文科省のくびきから脱却する。法

人化は、形態としてはたいへん結構なこと

だと思います。とはいえ、その船出がこの

４月からというのは、拙速にすぎると感じ

ています。この法人化は、そもそもは行革

を急ぐという官の論理から出てきたことで、

大学をどう改革していくかという本質的な

議論がなおざりにされているからです。し

かし、ひるがえって考えると、わが一橋大

学の歴史は官の論理との闘いの歴史でした。

そこに本学の存在意義もある。このいわば

お仕着せの法人化に対しても、一橋大学の

エクセレンスをどう発揮していくかが問わ

れているといっていいでしょう。

　たとえば、国立大学法人には６年ごとに中

期目標を出させ、その達成度に応じて予算の

交付額を決めるというようなことになってい

ますが、それでは、われわれ民間企業が短期の

業績を追いかけるというのと何ら変わりませ

ん。ちょっと低めの目標を掲げておいて、目

標達成を大げさに喧伝する。学問の府が、そ

れと同じでいいのかということです。よく引

き合いに出されることですが、小柴さんのニ

ュートリノ観察には、20 年の歳月が投じられ

ている。そういう学問のエクセレンスをどう

獲得していくか。法人化後の大学にとっては、

これまで以上に大きな課題になるはずです。

　法人化はまた、大学間競争を強いることに

もなる。社会的な存在意義を欠いた大学はど

んどん淘汰されていくことになる。それでな

くとも、ここまで豊かになった日本に国立大

学はもはや不要だという議論もある。また、

ＩＴの発展によって、たとえばハーバード大

学の授業が日本に居ながらにして受けられる

ようにもなっている。そういう中で、一橋大

学で学びたい、学ばせたいと思われるような、

どんな特色を出すことができるか。ここでも

また、研究と教育のエクセレンスが問われる

ことになるでしょう。

　人を引きつけるエクセレンスとは何かとい

うことを考えると、なによりもまず、教職員

の個々人としての力量に目を向けざるをえま

せん。74 人のノーベル賞学者を出したシカ

ゴ大学では、本学に平凡な教授は必要ないと

天下に公言しているということです。日本で

も、企業が産学連携を考える場合には、対何

大学でも、対何研究科でもない、ピンポイン

トで何先生と組むというような形になってき

ています。一橋大学という看板だけで食って

いける時代は去ったということです。大正期

の一橋大学には、福田徳三、三浦新七、上田

貞次郎、左右田喜一郎といった巨木がそびえ

立っていた。その巨木のもとで、中山伊知郎、

高島善哉、上原専禄、井藤半弥、山田雄三と

いった次の世代の巨木が芽を吹いた。こうい

う巨木のＤＮＡをちゃんと引き継いでいける

かどうかに、一橋大学の今後がかかっている

といっていいでしょう。

　企業から大学への要望ということでいえ

ば、これは企業の身勝手なないものねだりか

もしれませんが、もっと個性的で面白い学生

を育ててよということが一つ。もう一つは、

そういう学生を育てるために、プラグマティ

ックな教育だけじゃなく、リベラルアーツに

ももっと力を注げということです。教養の厚

みが、個性の源泉になるんです。というのも、

外国人とやりとりをする機会が増えるにつ

れ、日本人の総体としての浅薄さ、教養と哲

学のなさが浮き彫りになって、それが国際的

なビジネスの足かせにもなっている。英語が

できる、できないということ以前の問題とし

て、お前は面白いやつだな、話せるやつだな

と認められないことには、よし、お前と一緒

に新しい仕事にチャレンジしようということ

にもならないんですね。

　要するに、学者にも、学生にも、企業人にも、

個々人としてのエクセレンスが求められるよ

うになっている。そういう個々人のエクセレ

ンスの総和が、一橋大学のエクセレンスにな

るんだと考えています。（談）

役員会

学外理事

菅澤武彦氏
三菱樹脂

取締役相談役

目先の目標を追いかける
それが唯一の大学の課題でよいのか

巨木のDNA をしっかりと受け継いだ
新たな一橋エクセレンスの創出

◆菅澤武彦（すがさわたけひこ）

1961 年一橋大学法学部卒。同年 4 月三菱化成工業株

式会社入社。1992 年三菱化成株式会社（現三菱化学

株式会社）取締役就任。1995 年三菱樹脂株式会社取

締役フィルム包装材事業部長就任。1999 年同社代表

取締役社長就任。2002 年（社）如水会副理事長就任。

2003 年三菱樹脂株式会社取締役相談役就任、現在に

至る。2002 年藍綬褒章受章。

一
橋
大
学
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法人化の焦点

財の独立なくして学問の独立はない、
教育の自由もない。

　企業経営の経験を生かして母校の財政を建

て直してくれと奥島前総長に呼び戻されて、

最初はまあ、３年くらいでなんとかなるかな

と思っていたのですが、とんでもない話で、

大学というところは、外を見ない・変わろう

としない・責任を感じないというエスノセン

トリズム（自民族中心主義）症候群にかかっ

た象牙の塔のように感じました。改革には、

ありとあらゆる邪魔が入る。９年かかってや

っと今、75 点か 80 点かといったところです。

　世界が大きく変化を遂げている中で、日本

の大学は、国立と私立の別を問わず、どっぷ

りとぬるま湯に浸かって、そこから抜け出せ

ないでいる。早急な改革が必要です。既存の

組織とシステムを徹底的に破壊し、分裂させ、

世界標準で競争できる大学づくりを進めない

と、大学が大学としての存在意義を失うだけ

でなく、日本の未来が危ない。

　もちろん、こうした大学の改革は、個々の

大学が内部的に取り組むだけでは限界があ

る。日本中の大学が改革の担い手にならなけ

れば、国際的な競争力は生まれない。そう考

えて、21 世紀大学経営協会という、大学改

革を支援・推進するためのＮＰＯを立ち上げ

たんですが、これと軌を一にするように、こ

のたび、一橋大学から経営を支えるメンバー

の一人として協議会に加わってくれというお

話をいただきました。

　一橋大学は社会科学の分野でわが国の高等

教育界に君臨してきた大学です。活用できる

知的資産も豊富に保有されていると認識して

います。こういう大学が本気で改革に取り組

み、その真価を発揮するようになると、私学

にとっては大きな脅威です。しかし、強い敵

の存在が、自陣を強化するカンフル剤になる。

一橋大学の改革を推進することが、私学の改

革を推進し、ひいては日本の大学全体の改革

を推進することにもなる。そう考え、要請を

お受けすることにしました。

　どんなことでも忌憚なく言ってくれという

ことですし、私もお受けした以上、中途半端

なことでお茶を濁すつもりはありません。た

とえゲンコツの雨あられが降ってこようと

も、言うべきことは言わせていただこうと考

えています。

　戦後 60 年近くにわたる護送船団方式のも

とで、大学は金属疲労をおこしています。硬

直した組織、緊張感と危機意識の欠如、難しい

経営協議会

学外委員

關 昭太郎氏
早稲田大学

副総長

日本中の大学が
改革の担い手になる。
国際的な競争力を
身につけるために

国立大学の法人化。
その鍵を握るのは、
経営の二文字である

◆關　昭太郎（せきしょうたろう）

1929 年生まれ。53 年早稲田大学商学部を卒業し、山

種証券（現 SMBC フレンド証券）入社。85 年から

山種投資顧問社長、92 年山種証券社長に就任。95 年

CFO として早稲田大学副総長に就任。ほかに東京財

団理事（2000 年～）、NPO「アジアの架け橋」理事長（02

年～）、NPO（申請中）「21 世紀大学経営協会」副理

事長（03 年～）などを務める。

ことはすべて先送りするという官僚組織の欠

陥が、大学にもすっぽり当てはまる。全体で

決め、全体で行動し、失敗があっても個人の

責任は問わない。上層部は無責任、中間層は

無関心、志のある若手がもの申してもまった

く通じない。その最たる結果が、終身雇用や

年功序列といった画一的なオールドファッシ

ョンの温存です。

　とりわけ国立大学の場合は、私学以上に、

収入ということを考えたことがない。足りな

ければ、欲しいと言えば、どこかから湧いて

出てくると思っている。そこに欠落している

のは、経営の二文字です。財の独立なくして

学問の独立はない、教育の自由もないという

のが、私の基本的な考え方です。経営の合理

化と学費の自由化を徹底的に推し進め、これ

まで受けてきた血税を自らの努力で減らして

いくことが、大学活性化への第一歩だと考え

ています。組織の改革が不可欠です。贅肉を

落とし、軽い組織にしなければ、これからは

教学も経営も立ち行きません。

　米国の神学者ラインホールド・ニーバーの

言葉を、私は好きでよく引用します。「神よ、

変えることのできないものを受け入れる冷静

さを、変えるべきものを変える勇気を、そし

てそれらを識別する知恵を与えたまえ」とい

う祈りの言葉です。（談）
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　このたび経営協議会の学外委員という大役を

仰せつかりましたが、これに先立つ４年間、私

どもの東京医科歯科大学が四大学連合の一翼

を占めているということもあって、運営諮問会

議の委員を務めてきました。この会議に出席し

て、石学長のざっくばらんな性格からか、和気

藹々とした雰囲気の中でだれもが遠慮なく発言

できるという、たいへん気持ちのいい集まりに

感じられ、私はこういうところにも、一橋大学

ののびやかな校風が反映しているのだと思いま

した。学部間の垣根が低いということや、ゼミ

を中心とした少人数教育が行われているという

特徴が、一橋の学生や先生方の知識と人間性の

幅を広くしているのでしょう。

　その知識と人間性の幅を、社会科学という枠

を超えた分野にも広げていってほしいという

のが、一橋大学に対する私の希望の一つです。

　21 世紀の日本の社会は、国際化や情報化と

同時に、高齢化も急ピッチに進んでいくこと

になります。そうなると、高齢者も社会の一

端を背負って働ける仕組みを作っていくこと

が必要になるでしょうし、福祉制度や保険制

度などの抜本的な見直しも必要になってきま

す。現実に、破綻に瀕している医療保険制度

や年金制度を立てなおすにはどうしたらよい

か、これから日本全体でディスカッションし

ていかなければならない大きな社会問題にな

ってきます。そういう時に、自分は経済のこ

としか分からない、医療のことしか分からな

いということでは、噛み合った議論ができま

せん。何年か前、医療問題に関する裁判が多

くなってきたため、大勢の裁判官の方がウチ

の大学病院に見学に来られたことがありまし

たが、医療について驚くほど何もご存じなか

った。これで本当に正しい判決が下せるのか

と心配になるほどでした。もちろん、先端的

な専門知識までは必要ありませんが、医療問

題を扱う以上、法律家といえども、医療の基

本的なことは理解できるだけの素地をもって

いて欲しいものです。逆に医療関係者も法律

や経済の知識がこれからもっともっと必要に

なろうし、法律家や企業人にも医療や福祉の

知識が求められる。21 世紀の日本は新しい社

会の枠組みを作り直して国際社会にとけこん

でゆく必要があります。

　

　そういう意味では、これから四大学連合を

もっと活用すべきでしょう。経済や法律を学

ぶ学生が、学生のうちに医療や介護の現実を

身をもって知るということは、大変なカルチ

ャーショックだと思いますが、生身のものに

触れることでしか得られないことがたくさん

あります。そしてこの経験が将来きっと役に

立つはずです。

　そしてもう一つ、一橋大学出身の方々がこ

れからの日本の経済社会を力強く引っ張って

いってほしいという期待に重ね合わせていえ

ば、幅の広い教養を身につけると同時に、こ

れが一橋だという特徴といいますか、一橋大

学としての芯をもつことも必要だと思います。

一橋の卒業生は、社会の幅広い分野で活躍さ

れているからでしょうか、いろんな個性があ

りすぎて、一橋に共通する色というものが薄

いような印象を受けます。ですから、一橋の

卒業生がこうして社会を支えている、引っ張

っているということが、世の中には充分伝わ

っていないのではないでしょうか。一橋大学

として、もっと世の中に向かってアピールす

るところがあってもよいのかなと思うのです。

　それには、自分の人格を形成する倫理観を

つくるための勉強も必要でしょうね。世の中

には環境が変わると、とたんに言うことがが

らりと変わってしまうという人を見かけるこ

とがありますが、そういう変わり身の早い人

はどうも信用できません。人もついてこない。

それは、人に限った話ではなく、国について

もいえることです。一橋大学とその卒業生に

は、いろんな意見を取り込みながらも、なお

かつ一本筋が通っているという、21 世紀の経

済社会における力強いキャプテンシーの発揮

を期待しています。（談）

経営協議会

学外委員

沼野藤夫氏
東京血管疾患研究所

理事長

新しい社会の枠組形成に
リーダーシップを

新しい分野を開拓するとともに、
幅広い教養を身につけながらも
一本筋の通った一橋人を

◆沼野藤夫（ぬまのふじお）

1966 年東京医科歯科大学大学院医学研究科卒。専門

は循環器病学。1975 年内科学第三講座教授。1998 ～

2001 年同大学附属病院長。2001 年同大学名誉教授。

2001 年より東京血管疾患研究所理事長、新お茶の水

クリニック理事長。主な著書に「動脈硬化」「血管炎」

「一期一会」など。
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　当社はＩＴをベースにビジネスをしている

会社で、私自身も長くＩＴ関連の研究開発に

携わってきました。ここ数年、ＩＴは社会や

生活の隅々にまで浸透し、一つの“環境”に

なっています。ＩＴ化つまりデジタル化、ネ

ットワーク化、モバイル化が進むことで、中

央と地方のあるいはサプライヤーとコンシュ

ーマの情報格差がなくなり、距離や時間の制

約もなくなってきています。そのことによっ

て産業の構造が変わり、生活の様式が変わり、

そして世の中の価値観も変わりはじめていま

す。自動車の普及によってデリバリーや移動

方法が変わり、新しいビジネスが続々と生ま

れました。それ以上の根本的な社会変化が始

まっているといっていいでしょう。

　こうした世の中の変化に対応して、社会科

学もまた変わっていくことになるでしょう。

社会科学のリーディング・ユニバーシティで

ある一橋大学が果たすべき役割は、きわめて

大きいと思います。

　大学は、知の宝庫・情報の宝庫です。とは

いえ、知や情報も土地や建物と同じで、使わ

なければ価値は出てきません。大学には今、

宝庫の扉を開きこれまで蓄えた知や情報を広

く世の中に流通させ、さらに流通した情報を

活用して、新たな知や情報を創造していくこ

とが期待されているのではないでしょうか。

　一橋大学は産業界との連携にも積極的に取

り組んでいますし、国立大学の先陣を切って

ｅコマースの講座も開いています。また大学

院大学として高度専門職業人の育成にも力を

注いでいます。企業との間に様々な接点が生

まれているので、企業が高度な社員教育を大

学にアウトソーシングするということも可能

になりつつあるんですね。とすると、何をど

う教えどんな人材を育てていくか、大学と企

業との密接な意思疎通や人的な交流もこれま

で以上に必要になるはずです。

　もちろんそのために、大学が一方的に企

業に歩み寄らなければならないということ

ではありません。大学のミッションは、あ

くまでも世の中の変化を洞察し、新しい概

念を創造し、将来を指し示すことであり、

それを通じて世の中のリーダーとなる人材

を育てることだと思います。われわれの期

待もそこにあります。ただし企業がそれを

期待して大学にアプローチしたいと思って

も、現状では双方に様々なバリアーがある

ようですね。そのようなものはできるだけ

取り払っていくべきでしょう。

　大学の法人化は、一橋大学が世界に開か

れた大学として、世界の超一流大学をさら

に超えるようになる最高のチャンスだと思

います。当社も民営化という大きな波をく

ぐりぬけてきましたが、民営化の時の一番

大切なポイントは、「社員みんなのマイン

ドをどう変えていくか」ということでした。

言い換えれば、民営化によってみんなが一

つの目標に向かって動きだしたということ

です。国立大学の法人化においても、経営

上はそこが一番のポイントになるのだろう

と思います。

　一橋大学ではすでにしっかりした中期目

標・中期計画を立てておられますので、あと

はその目標や計画を単なるお題目にしないよ

うに具現化して行けばよいでしょう。大学全

体のマインドのベクトルを合わせ、マイルス

トーンを設定して目標の一つ一つを着実にク

リヤーして行きさえすれば、大きく飛躍する

と思います。（談）

経営協議会

学外委員

青木利晴氏
NTT データ

取締役相談役

新たな知や情報の地平を
切りひらいて欲しい

みんなが
一つの目標に向かって進める、
マインドがポイントになる

◆青木利晴（あおきとしはる）

株式会社 NT T データ取締役相談役。東京大学工学部

電気工学科卒、同大学大学院電子工学科専攻博士課程

修了。1967 年日本電信電話公社入社。日本電信電話（株）

代表取締役副社長を経て、1999 年（株）NT T データ 

代表取締役社長に就任。2003 年同社取締役相談役に

就任、現在に至る。電子情報通信学会業績賞、IEEE 

Frederik Philips Award 受賞など受賞歴多数。
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　経営協議会で私に何が期待されているの

か、つまびらかではありませんが、一つには

私が如水会の理事を務めているということで

選ばれたのだろうと受けとめています。大学

と同窓会組織との橋渡し役になるということ

ですね。

　如水会は、定款の第一の目的として、母校

の後援ということを謳っています。これは、

数ある同窓会組織の中でも特異なことといっ

ていいでしょう。ふつうは親睦を深めるとい

うようなことになっている。一橋大学は、か

つて時の文部省に楯突いて籠城したこともあ

る。国立大学らしからぬところがあって、卒

業生にも、そういう大学を応援したいという

思いが強いのですね。今度の法人化に対して

も、手伝えることがあれば手伝いたいという

卒業生が多い。問題は、それを今後どういう

形で具現化していくかということです。

　現在、卒業生が大学の活動を資金面で応援

する窓口として、一橋大学後援会という財団

が組織されています。卒業生が個々に大学に

献金するのではなく、この財団に献金をプー

ルしておいて、毎年ある程度の額をもって大

学を後援するという形をとっているのです。

プールされているお金は現在、あわせて約

10 億円ほどになっています。

　一方、大学の主たる財源は、法人化後も従

前通り、国から交付されることになっていま

す。しかし、これは大学を運営していくのに

必要最低限のお金で、使い道もほとんど決ま

っている。一橋大学では法人化後の中期計画

として、世界の中核となる大学を目指す、そ

のため海外の諸大学との提携を進める、アジ

アの各地に拠点もつくるという壮大な計画を

打ちだしておられます。これを交付金だけで

実現することは難しい。大学側としてもフリ

ーハンドで動かせる資金がほしい。ですから、

一橋大学後援会にプールされているお金も、

これを機に大学が利用したいという意向があ

るのです。

　ハーバード大学が持っている資金は約２兆

円もあるということです。しかし 10 億とい

うお金もけっして小さなお金ではありません。

　大学が外部から資金を導入しようという場

合、理工系の大学であれば特許権などの知的

財産を活用するという方法もありますが、文

科系の大学では、基本的には卒業生から広く

経営協議会

学外委員

吉田裕敏氏
弁護士

同窓会組織「如水会」と
大学の橋渡し的役割として
経営に参加する

大学と同窓会組織が
有機的な関係を
築く必要がある

◆吉田裕敏（よしだひろとし）

1966 年一橋大学法学部卒。69 年同大学院法学修士課程

修了。弁護士。吉田裕敏法律事務所長。94 ～ 95 年東京弁

護士会常議委員会副議長。2000 年如水会理事に就任。東

京商科大学奨学財団および一橋大学後援会の理事も兼務。

薄く集めるほかありません。そういう意味で

は、大学の規模が小さいということも不利に

なる。時代が悪いということもある。如水会

では現在、兼松講堂とボート部の艇庫の改修

のために寄附を募っていますが、目標額の 11

億円もなかなか思うようには集まっていない

というのが実情です。

　また、寄附を求められる卒業生には、所期

の目的のために本当に有効に使われるのかと

いう危惧もある。したがって、財団にプール

されている資金を大学に渡すということにつ

いては、如水会の中にも少なからぬ抵抗があ

るのですね。

　私は個人的には、外野席があんまりうるさ

くいうべきではない、献金の使い方も大学が

自ら決めていくべきことで、財団のお金もゆ

くゆくは大学に渡すべきだろうと思っていま

す。とはいえ、大学と卒業生を橋渡しすると

いうことでいえば、大学は卒業生に資金援助

を求める前に、卒業生にも役に立つ存在とし

て、卒業生との有機的なつながりをつくって

いくことが必要なのではないでしょうか。つ

まり、大学が卒業生に手をさしのべることが

先だろうということです。そうすれば、一橋

の卒業生というのは根っこのところでは母校

愛が強くて、団結力もある、自然発生的に大

学を支援するということにもなるのではない

かと、今は希望的に考えています。（談）

大学がまず卒業生に
手をさしのべるべきではないか。
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あいまいな目標は、
あいまいな成果しかもたらさない。

　法人化によって、国立大学も競争にさらさ

れることになる。そういう中で、一橋大学は、

どういう特色をもった大学になろうとしてい

るのか。特色をビジョンとして明確に打ちだ

すことが大切なのではないでしょうか。

　法人化に向けて、一橋大学からも中期計画

が発表されています。しかし、それを見るか

ぎり、方針や手法についてはいろいろ示され

てはいても、どういう大学になるのかという

具体的なビジョンについては、いま一つ、は

っきりしていないように思います。たとえば

優秀な学生を育てるというような言い方があ

りますが、そういう場合にも、どんな学生が

優秀なのかという評価の尺度は、入ってくる

学生と、受け入れる社会とでは違うかもしれ

ません。そこをはっきりさせることが重要で、

そのためには、企業でいうマーケットリサー

チとかカスタマーリサーチとかも必要なので

はないかと思います。

　如水会のある理事の方が、近頃の一橋は学

生の質が落ちている、いい学生を集められな

ければ駄目だ、法人化以前の問題だと、おっ

しゃったのを耳にしたことがあります。それ

はたぶん、単に学生の質云々ということだけ

ではなく、学生を評価する尺度が、大学と企

業とでは違ってきているということでもある

と思うのです。産業構造が変わり、労働市場

の構造も変わってきている。そういう中で、

一橋と一橋の卒業生に求められる役割も変わ

ってきている。そこで問われるのは、どんな

学生を、どう集め、どう育てていくかという

戦略です。単に成績優秀な学生をターゲット

にするということだけでは、他大学との差別

化はできません。もちろん、ターゲットを絞

れば、それに魅力を感じない学生には選ばれ

ない可能性も出てくることでしょう。リスク

はともないます。しかし、戦略とはそういう

ものなのですね。企業だって、事業内容は似

たり寄ったりでも、それぞれに社風の違いが

あって、そこにその企業のミッションやビジ

ョン、戦略などが反映されている。その違い

によって勝負をしている。大学もそうあるべ

きなのではないでしょうか。

　組織の存在意義は、定款に謳われている目

的を達成することにあります。企業の場合で

いえば、最大の目的は利益をあげるというと

ころにあって、評価の尺度もそこにある。会

計は、それを評価するためのツールの一つで

す。大学の場合も、何を達成するのか、その

ためにどんな評価指標を持つのか、明確な定

経営協議会

学外委員

西山 都氏
公認会計士

大学は独自の戦略ビジョンを持ち
他大学との差別化を
図る必要がある

目標の達成を評価できる
業績評価尺度を持つ

◆西山　都（にしやまみやこ）

1983 年一橋大学商学部卒。公認会計士。アーサーアン

ダーセン東京事務所、ロンドン事務所、朝日監査法人（現

あずさ監査法人）勤務を経て、2003 年より（株）プロテ

ィビティ ディレクター。専門は財務リスクマネジメン

ト、金融商品会計、金融機関監査。著書に『CFO のた

めの財務戦略』（03 年、東洋経済新報社、共著）、『図

解リスクマネジメント』（01 年、東洋経済新報社、共著）

など。2001 年より（社）如水会監事。

義が必要だと思うのです。そうしないと、た

とえば会計によって何をはかるべきかという

ことも見えてこない。もちろん、企業会計と、

学校法人や宗教法人、財団法人など企業以外

の組織の会計とでは、評価の尺度が違います

し、大学の経営の問題と、大学の質の問題は

別の問題としてあります。しかし、だからこ

そ、そこが明確にならないと、大学という組

織の存在意義も、よく分からないということ

になってしまうのではないでしょうか。

　教育や研究や成果は、杓子定規な評価尺度

でははかりがたいといわれます。おそらくそ

うでしょう。先生方の業績は、それぞれに専

門領域の深い知識がなければはかれない。あ

るいは何十年、何百年という時を経なければ

はかれないというところもある。しかし、学

校法人として何を目指すかはまた別の問題

で、そういう観点から教育や研究の成果を

評価するということは可能だろうし、必要で

もあるだろうと思うのです。企業でも、営業

部門と研究開発部門とでは評価の尺度が違い

ますが、それでも、その会社の社員としての

昇進や昇給は、その企業が何を目指している

かという観点から一本化されて査定されてい

る。大学が組織として企業から学ぶべきこと

は少なくないと思います。（談）
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　国立大学は今、明治期の帝国大学創設、戦後

の新制大学発足に並ぶ大改革期を迎えていま

す。そんな時に、母校の経営協議会に声をかけ

て頂いたのは、名誉なことだと思っています。

　教育問題を担当して数年になりますが、大

学を取材していて感じるのは、これほど序列

意識が強い世界が他にあるだろうかというこ

とです。特に国立大学には、旧帝国大学、旧

官立大学、旧高等師範、旧六、新六等々、大

学の成り立ちに応じていくつものグループ、

格付けがあります。例えば旧六に属する大学

が文科省に新規予算を要求したとします。旧

帝大系に先を越された場合にはそんなものか

とあきらめますが、同じ旧六グループに遅れ

をとったら大騒ぎになる。世間では予備校の

偏差値で大学がランキングされていると言わ

れていますが、実はこうした大学の世界だけ

でしか通用しない序列構造に大学自身が強く

縛られているのではないでしょうか。

　一橋も例外ではないと思います。東大に次

ぐ位置にある大学という格付け意識が一つの

拠り所になっているように思います。しかし、

法人化後は、そんな格付けは通用しなくなる

ことでしょう。役所の規制が緩み、競争が激

しくなると、それまで業界が後生大事に守っ

てきた序列意識なんて関係ないという雰囲気

が一気に広がった。これは産業界では広く体

験済みのことです。大学は今まさに、そんな

転換点に立っているのです。

　象徴的なのが、2002 年秋の文科省の第１

回ＣＯＥプログラム選定です。一橋を始め、

過去の常識では当然入ると思われた大学がい

くつか選に漏れ、大学界では結構話題になり

ました。一橋は翌年のＣＯＥには選ばれまし

たが、今度は同年に始まった教育版ＣＯＥで、

またもや選に漏れてしまった。私はこの時、

護送船団方式の大学行政の終焉を強く感じま

した。今までなら、黙っていても国が大学の

格に応じて、うまく案配し、一橋もそれなり

の地位を確保できたことでしょう。でも、そ

うした時代は終わろうとしているのです。

　ＣＯＥが公表されると、選ばれた大学の多

くは、すぐさまホームページに掲載し、宣伝

に使いました。ＣＯＥは博士課程の話で一般

にはあまり関係ないのに、利用できるものは

何でも利用する。大学の意識はそこまで変わ

りました。

　今年３月半ば、東北大学は東京で記者会見

を開きました。法人化を控えての決意表明の

会見でした。旧帝大が地元でなく、東京でこ

うした会見を開くのは極めて稀なことです。

社会に積極的にアピールしていこうという意

欲の表れでしょう。東京事務所を開く地方大

学が増えているのも、同じ背景です。

　しかし、一橋は、過去の栄光に安住してい

て、環境変化に今ひとつ鈍感なように見受け

られます。ＣＯＥに選ばれたか漏れたかとい

う単純なことが、部外者に強い印象を残しま

す。例え一橋の教育内容がどんなに充実して

いても、教育版ＣＯＥの選に漏れたというだ

けで、教育に不熱心な大学というイメージが

一人歩きするかもしれない。そのあたりの問

題意識、危機意識が弱い。かといって、東大

のように何でも一番でなければならないとい

う緊張感も希薄です。

　多くの問題があるにせよ、法人化後の国立

大学は、序列社会から競争社会へ変質せざる

を得ません。そのとき一橋は、東大の次の大

学ということではない、どんなオンリーワン

を、社会に提示していくのでしょうか。これ

に真剣に取り組まないと、東京商大時代から

の伝統を誇り、強烈な個性を自負する一橋と

いえども、その他大勢の大学の一つに埋没し

てしまうことにもなりかねません。

　幸い、一橋大学には膨大な知的蓄積があり、

神田のビジネススクールのように最先端を走

る部局もあります。各界で活躍する多数のＯ

Ｂもいます。一橋は今後、どのように進むべ

きか、学内で活発に議論し、大学間競争に勝

ち抜く礎を作るお手伝いをすること。それが

一橋への恩返しだと考えています。（談）

経営協議会

学外委員
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